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の経済成長を維持することができました︒したがって︑一九九〇年代初頭に始まりその後二十年以上続いた低成長期は︑あたかも異常で常軌を逸した例外的な時期にみえたとしてもおか くはないしれません︒しかし︑このような見方には︑ある種の視野狭窄が潜んでいることをまず指摘しておかなければならな で ょう︒　
それは︑ 「失われた二十年」を︑もっぱら︑日本という国民を単





























るとき︑この点はとくに重要です︒ 「失われた二十年」 は︑明治の後半からずっと続いていた近代化の寵児として 日本
000000000000
の時代が終
わり︑東アジアの他 社会 比べて日本社会が例外的に先進的であるという思い込みが通用しなくな 時代の始まりだった です︒　
ただし︑このような視野狭窄が︑研究者が陥りやすい罠であるこ






































野において日本のポスト・コロニアルな状況がどのように現出するかです︒細かく分析する時間がないので︑日本研究で前提となっている幾つかの条件を検討 ことを省 て︑その特徴をとりあえず列記す ことを許していただきたい 思います︒　（
1）
帝国の意識の特徴は︑まず宗主国国民と帝国の植民地の住







国やかつて日本が占領した中国や東南アジアの間に存在します︒戦後世界で︑日本と日本の旧植民地であった台湾や韓国 対する関係は︑国家主権の点では︑植民地関係では りません︒国際法の建前にしたがって︑日本も台湾や韓国も同等の独立国民︱国家として扱われてきました︒しかし︑人々のもつ関心という点では︑植民地関係が温存されているのです︒例えば の人々がもつ日本史の知識と日本の人々がもつ韓国・朝鮮史のそれとを比べてみるとすぐに分かります︒日本の若い世代 あいだでは︑韓国・朝鮮を日本が植民地化していたことさえ知らな 人々が数多くいる です︒一九九〇年代には︑韓流や韓国映画スターが日本 観客の多くを魅惑しましたが︑脱植民地化という点では︑画期的な事件でした︒しかし︑この数年︑嫌韓の反動によっ ︑この脱植民地化の萌芽は︑摘み取られてしまった感があります︒こ ような反動の流行を見ていると︑台湾と韓国・朝鮮が七十年前 独立したにもかかわらず︑意識においては︑日本 民は宗主国意識を脱することができ いないのではないかという疑問をどうしても払拭 ることができ いです︒　
二十世紀後半以降東アジアを席巻した消費者資本主義のもとでは︑
文化や流行は︑マスメディア 商品の流通︑インターネットなどの組織によって媒介されています︒したがっ ︑帝国の意識とその裏





























中で生まれました︒ 「日本研究」がその考察の対象とするものの検討は後に回すとして︑ 「日本研究」 研究主観を担う者 方から検討を始めましょう︒ ず確認しておかなければなら のは︑二重の意味で「日本研究」は近代の植民地主義の賜物である点です︒日本が西洋列強によって植民地化されないためには日本を国民国家として自律させることがどうしても必要で︑そのためには日本人意識を日本群島の住民の間 作り出さなければならなりませんでした︒日本人という国民 識 作り出す上で大きな貢献をし のが︑本史や日本文学という人文科学の学問 す︒二十世紀後半 「日本研究」は︑国民を作るため 「主体的技術」としての人文科学制度の一群のことです
（
4）︒この「日本研究」は︑これまで︑日本人として











用するため 研究し︑知識を収集し︑植民地統治の政策を案出するためのものです︒国文・国史を中心とする人文学研究とアメリカ合州国で戦後成立した「地域研究」の日本に関する一分野は︑こうして︑同じ「日本研究」の名の下にいわば呉越同舟してきたわけです︒二つの「日本研究」が︑あ かも同じ日本研究であるかのように︑重なり合うあり方を「二階建てバス構造」と呼ぶことができ のではないでしょ ︒　
パックス・アメリカーナの終焉の予感が立ち込める二十一世紀の




















『菊と刀』に対する和辻哲郎たちの反応でした︒ 『菊と刀』は第二次世界大戦直後の「地域研究」 代表的な作品となりましたが︑そこには隔離された遠方の視座から︑もっぱら対象として み設定された日本社会とその住民を観察し︑記述すると う方法が取られています︒観察の対象となった日本人が 観察者 ある「地域研究」研究者に問い返したり︑反論をしたりする機会が初めか 排除されいるのです︒ 『菊と刀』に示され の特徴の記述には感情的に反発しつつも︑和辻哲郎らは︑日本人に共通する「日本文化」る物が存在する︑日本人と地域研究者が分離されていて両者 間






断絶があって︑欧米の地域研究者は日本のことを く知らないから日本文化を誤 記述したり︑評価したりしてしま 仕方で反論しようとしたのです︒つまり︑植民地構造そのものは受容た上 ︑ の特殊性を綿々と くという︑非西洋人である日本人が西洋人である地域研究者の認知を求めることになるのです︒こうして︑日本 が西洋人に正しい日本の姿を知ってもらう
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ることができないのは︑日本研究者のうちでアジアの周辺国からきたあ いは周辺国で仕事を続ける 占める割合が増えつつある点です︒とくに︑日本の旧植民地からの研究者は︑ますます重要な仕事をするこ になるでしょう︒これは今後の「日本研究」について︑私が楽観的になれ 数少 兆候のひとつで ︒彼らは︑日本に自己画定することはほ んどないでしょうから︑彼ら 「日本研究」は国文や国史などの国民制作に奉仕する古い型の人文科学とは違って︑日本国民を制作 役割 ほとんど果たさないでしょうさらに︑日本の植民地主義の禍根や責任 ついて︑彼ら 客観的な態度を取りやすい︒彼らは ヴェトナム戦争の際 米国 犯した被害や人権侵害を否認する合州 の「地域研究」者や︑慰安婦問題や南京虐殺を否認する一部の日本歴史家のように︑愛国心を彼らの日本研究に無媒介的に持ち込むこと ないでしょ ︒もちろんの母国に対する盲目 な態度が︑彼らの日本研究を鈍らせ はあるでしょうが︑彼らは亡命 知識人
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estic product purchasing pow
er parity value, G
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P-PPP ）からみる




字は地政的な条件の歴史的変化 目安とだけ考えて下さい︒産業化が進み賃労働が一般化した日本社会と︑いわゆる原始的資本蓄積と われる資本主義の可能性の条件の成立過程を経て ない農村共同体を多く抱えた中社会を︑一人当たりのＧＤＰだけで比べるわけに ゆかないこと 十分承知した上で その後の展開を見てみましょう︒ 九五〇年代から一九七〇年代にかけて日本経済 急速な成長を遂げ︑今から四十三年前 一九八二年には一人当 りのＧＤＰ︱ＰＰＰで合州国のほぼ七十％に達しています（ここで比較されているのは一人当たり国内総生産であり︑購買力平価の修正を経たものです︒名目の値でいえば︑おそらく合州国の水準の九十％近くまでいっていた しょう） ︒他方︑日本との比較で︑中国の一人当たりのＧＤＰ︱ＰＰＰは日本の約三十分 一︑韓国 それは約三分の一 台湾それは半分弱 す︒その十年後の一九九二年に ︑日本の経済はバブル期の成長を遂げ︑一人当たりＧＤＰ︱ＰＰＰ 合州国のそれの八十二％に達する一方︑中国は日本の二十分の一︑韓国は日本 四十五％︑台湾は五十七％にまで伸びてきて ます︒さらにその次 十年間は 衰退が顕著になります︒二〇〇二年になると︑
 一人当たりのＧＤＰ︱ＰＰＰで日
22
本は合州国のそれの七十％でそれ以前とはあまり変わりませんが︑中国は日本のそれの十一％に︑韓国と台湾はそれぞれ七十一％と八十一％と 日本の所得水準に肉薄してきます︒そして二十一世紀になってからの 昨年（二〇一二年）までの十年間で︑合州国の一人当たりＧＤＰ︱ＰＰＰに対して日本のそれは六十九％でやや後退しているのに対して︑中国は日本の約四分の一に︑韓国 八 とほぼ日本と同じ所得水準に達してい す︒さらに注目すべき点は︑台湾が
 一人当たりＧＤＰ︱ＰＰＰで日本を追い越













 14 ,410 ; 中国
 327 ; 日本
 10 ,615 ; 韓国
 3 ,040 ; 台湾






 25 ,467 ; 中国
 1 ,028 ; 日本
 21 ,057 ; 韓国
 9 ,443 ; 台湾






 38 ,123 ; 中国
 2 ,884 ; 日本
 26 ,749 ; 韓国
 18 ,878 ; 台湾






 51 ,704 ; 中国
 9 ,055 ; 日本
 35 ,856 ; 韓国
 31 ,950 ; 台湾
































国体と亡命」 （ 『現代思想』 （
V
ol. 43 , N
o. 17 ）二〇一五年︑ 一六四︱一八〇頁）
を参照してください︒
